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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　給湯システムであって、
　第１の給湯回路を含む温水暖房熱源機である第１の熱源機と、
　第２の給湯回路を含む第２の熱源機と、
　前記第１および第２の給湯回路が並列に接続される出湯管と、
　前記出湯管への前記第１の給湯回路の流路を遮断するための遮断機構とを備え、
　前記第１の熱源機は、共通の熱源を用いて、前記第１の給湯回路における低温水の加熱
と、暖房端末に対する熱媒体の供給とを同時に実行可能であり、
　前記給湯システムの給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路
を遮断した状態で前記第２の給湯回路から前記出湯管へ出湯され、
　前記第２の給湯回路による給湯負荷が予め定められた基準値よりも大きくなると、前記
遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放することによって、前記第１および第２の給
湯回路の両方から前記出湯管へ出湯され、
　前記第１の給湯回路の通流量の積算値が判定値よりも小さい場合には前記遮断機構が前
記第１の給湯回路の流路を強制的に開放する制御が、所定時間毎に実行される、給湯シス
テム。
【請求項２】
　前記第１の給湯回路は、
　前記第１の給湯回路の通流量を制限するための流量調整機構をさらに備え、
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　前記流量調整機構は、前記積算値に基づいて前記遮断機構が前記第１の給湯回路の流路
を強制的に開放する場合には、前記通流量を予め定められたレベルに制限する、請求項１
記載の給湯システム。
【請求項３】
　給湯システムであって、
　第１の給湯回路を含む温水暖房熱源機である第１の熱源機と、
　第２の給湯回路を含む第２の熱源機と、
　前記第１および第２の給湯回路が並列に接続される出湯管と、
　前記出湯管への前記第１の給湯回路の流路を遮断するための遮断機構とを備え、
　前記第１の熱源機は、共通の熱源を用いて、前記第１の給湯回路における低温水の加熱
と、暖房端末に対する熱媒体の供給とを同時に実行可能であり、
　前記給湯システムの給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路
を遮断した状態で前記第２の給湯回路から前記出湯管へ出湯され、
　前記第２の給湯回路による給湯負荷が予め定められた基準値よりも大きくなると、前記
遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放することによって、前記第１および第２の給
湯回路の両方から前記出湯管へ出湯され、
　前記第１の給湯回路は、
　前記第１および第２の給湯回路の両方から前記出湯管へ出湯されるときに、前記第１の
給湯回路の通流量を前記第２の給湯回路の通流量よりも小さくするための流量制限手段を
含む、給湯システム。
【請求項４】
　前記流量制限手段は、前記第１の給湯回路の通流量を制限するための流量調整弁を含み
、
　前記第１および第２の給湯回路の両方から前記出湯管へ出湯されるときの前記流量調整
弁の弁開度の制御範囲上限値は、当該上限値における前記第１の給湯回路の通流量が、前
記第２の給湯回路の通流量よりも小さくなるように設定される、請求項３記載の給湯シス
テム。
【請求項５】
　前記流量制限手段は、前記第１の給湯回路における流路抵抗を増加させる機構を含む、
請求項３記載の給湯システム。
【請求項６】
　給湯システムであって、
　第１の給湯回路を含む温水暖房熱源機である第１の熱源機と、
　第２の給湯回路を含む第２の熱源機と、
　前記第１および第２の給湯回路が並列に接続される出湯管と、
　前記出湯管への前記第１の給湯回路の流路を遮断するための遮断機構とを備え、
　前記第１の熱源機は、共通の熱源を用いて、前記第１の給湯回路における低温水の加熱
と、暖房端末に対する熱媒体の供給とを同時に実行可能であり、
　前記給湯システムの給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路
を遮断した状態で前記第２の給湯回路から前記出湯管へ出湯され、
　前記第２の給湯回路による給湯負荷が予め定められた基準値よりも大きくなると、前記
遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放することによって、前記第１および第２の給
湯回路の両方から前記出湯管へ出湯され、
　前記遮断機構に対して前記流路を開放する制御指令が生成されている期間において、前
記第１の給湯回路における流量が所定値よりも小さい場合には、前記第２の給湯回路にお
ける流量状態が、予め定められた流量条件を満たしているときに限って前記遮断機構の閉
故障が検知される、給湯システム。
【請求項７】
　給湯システムであって、
　第１の給湯回路を含む温水暖房熱源機である第１の熱源機と、
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　第２の給湯回路を含む第２の熱源機と、
　前記第１および第２の給湯回路が並列に接続される出湯管と、
　前記出湯管への前記第１の給湯回路の流路を遮断するための遮断機構とを備え、
　前記第１の熱源機は、共通の熱源を用いて、前記第１の給湯回路における低温水の加熱
と、暖房端末に対する熱媒体の供給とを同時に実行可能であり、
　前記給湯システムの給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路
を遮断した状態で前記第２の給湯回路から前記出湯管へ出湯され、
　前記第２の給湯回路による給湯負荷が予め定められた基準値よりも大きくなると、前記
遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放することによって、前記第１および第２の給
湯回路の両方から前記出湯管へ出湯され、
　前記第１の熱源機は、
　前記熱媒体を加熱する第１の加熱機構と、
　暖房運転時に前記第１の加熱機構によって加熱された前記熱媒体を前記暖房端末との間
で循環するための暖房循環経路と、
　前記暖房循環経路から分岐されて、前記熱媒体が前記暖房端末を経由せずに再び前記暖
房循環経路に合流するように構成されたバイパス循環路と、
　前記第１の加熱機構によって加熱された熱媒体の全流量に対する前記バイパス循環路へ
供給される熱媒体の流量の比率である分配率を制御するための分配制御機構を備え、
　前記第１の給湯回路は、前記バイパス循環路を通流する前記熱媒体との熱交換によって
、前記第１の給湯回路を通流する前記低温水の少なくとも一部を加熱するように構成され
、
　前記第２の給湯回路は、
　前記第２の給湯回路を通流する前記低温水の少なくとも一部を加熱する第２の加熱機構
を有し、
　前記給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路を遮断した状態
で前記第２の加熱機構が作動し、
　前記第２の給湯回路による前記給湯負荷が前記基準値よりも大きくなると、前記第１の
熱源機において前記熱媒体の一部が前記バイパス循環路を通過するように前記分配制御機
構が制御されるとともに、前記遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放し、
　前記第１の加熱機構が停止した下で前記第２の給湯回路のみから前記出湯管へ出湯して
いる状態から、前記第１および第２の給湯回路の両方から前記出湯管へ出湯する状態に移
行する場合には、前記第１の加熱機構を作動させることによって前記バイパス循環路へ供
給される前記熱媒体の温度が予め定められた基準温度よりも上昇した後に、前記遮断機構
が前記第１の給湯回路の流路を開放する、給湯システム。
【請求項８】
　給湯システムであって、
　第１の給湯回路を含む温水暖房熱源機である第１の熱源機と、
　第２の給湯回路を含む第２の熱源機と、
　前記第１および第２の給湯回路が並列に接続される出湯管と、
　前記出湯管への前記第１の給湯回路の流路を遮断するための遮断機構とを備え、
　前記第１の熱源機は、共通の熱源を用いて、前記第１の給湯回路における低温水の加熱
と、暖房端末に対する熱媒体の供給とを同時に実行可能であり、
　前記給湯システムの給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路
を遮断した状態で前記第２の給湯回路から前記出湯管へ出湯され、
　前記第２の給湯回路による給湯負荷が予め定められた基準値よりも大きくなると、前記
遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放することによって、前記第１および第２の給
湯回路の両方から前記出湯管へ出湯され、
　前記第１の熱源機は、
　前記熱媒体を加熱する第１の加熱機構と、
　暖房運転時に前記第１の加熱機構によって加熱された前記熱媒体を前記暖房端末との間
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で循環するための暖房循環経路と、
　前記暖房循環経路から分岐されて、前記熱媒体が前記暖房端末を経由せずに再び前記暖
房循環経路に合流するように構成されたバイパス循環路と、
　前記第１の加熱機構によって加熱された熱媒体の全流量に対する前記バイパス循環路へ
供給される熱媒体の流量の比率である分配率を制御するための分配制御機構を備え、
　前記第１の給湯回路は、前記バイパス循環路を通流する前記熱媒体との熱交換によって
、前記第１の給湯回路を通流する前記低温水の少なくとも一部を加熱するように構成され
、
　前記第２の給湯回路は、
　前記第２の給湯回路を通流する前記低温水の少なくとも一部を加熱する第２の加熱機構
を有し、
　前記給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路を遮断した状態
で前記第２の加熱機構が作動し、
　前記第２の給湯回路による前記給湯負荷が前記基準値よりも大きくなると、前記第１の
熱源機において前記熱媒体の一部が前記バイパス循環路を通過するように前記分配制御機
構が制御されるとともに、前記遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放し、
　前記遮断機構に対して前記流路を遮断する制御指令が生成されている期間において、前
記第１の給湯回路における流量が所定値よりも大きい場合には、前記分配制御機構は、前
記熱媒体が前記バイパス循環路へ供給されないように前記分配率を制御する、給湯システ
ム。
【請求項９】
　前記第１の熱源機は、
　前記熱媒体を加熱する第１の加熱機構と、
　暖房運転時に前記第１の加熱機構によって加熱された前記熱媒体を前記暖房端末との間
で循環するための暖房循環経路と、
　前記暖房循環経路から分岐されて、前記熱媒体が前記暖房端末を経由せずに再び前記暖
房循環経路に合流するように構成されたバイパス循環路と、
　前記第１の加熱機構によって加熱された熱媒体の全流量に対する前記バイパス循環路へ
供給される熱媒体の流量の比率である分配率を制御するための分配制御機構を備え、
　前記第１の給湯回路は、前記バイパス循環路を通流する前記熱媒体との熱交換によって
、前記第１の給湯回路を通流する前記低温水の少なくとも一部を加熱するように構成され
、
　前記第２の給湯回路は、
　前記第２の給湯回路を通流する前記低温水の少なくとも一部を加熱する第２の加熱機構
を有し、
　前記給湯開始時には、前記遮断機構によって前記第１の給湯回路の流路を遮断した状態
で前記第２の加熱機構が作動し、
　前記第２の給湯回路による前記給湯負荷が前記基準値よりも大きくなると、前記第１の
熱源機において前記熱媒体の一部が前記バイパス循環路を通過するように前記分配制御機
構が制御されるとともに、前記遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を開放する、請求項
１～６のいずれか１項に記載の給湯システム。
【請求項１０】
　前記第２の熱源機は、給湯専用の給湯器である、請求項１～９のいずれか１項に記載の
給湯システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、給湯システムに関し、より特定的には、暖房および給湯の同時運転が可能
である複合熱源機と、給湯機能を有する熱源機とが並列に接続された給湯システムに関す
る。
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【背景技術】
【０００２】
　特公平８－３０６０７号公報（特許文献１）には、並列に接続された複数の給湯器につ
いて、出湯運転を行う給湯器の台数を増加および減少するための制御方法が開示される。
また、特許第３７０７４３７号公報（特許文献２）には、並列に接続された２台の給湯器
による給湯システムにおいて、システムコントローラを配置することなく、外部ケーブル
を用いて給湯器間で伝達される信号を用いて各給湯器のコントローラが各給湯器を制御す
るシステム構成が開示されている。
【０００３】
　また、給湯器の一態様として、暖房運転および温水運転（給湯運転）の両方を有する暖
房給湯器が公知である。特表２０１１－５１５６４７号公報（特許文献３）には、暖房熱
媒を暖房運転用と給湯運転用とに分配するための分配装置を配置することによって、暖房
運転および給湯運転の同時運転を可能とした構成が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公平８－３０６０７号公報
【特許文献２】特許第３７０７４３７号公報
【特許文献３】特表２０１１－５１５６４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１のように、給湯量に応じて出湯運転を行う給湯器の台数を変化させる制御で
は、複数の給湯器は、低流量時から高流量時を通じて出湯するメイン給湯器と、高流量時
にのみ補完的に出湯するサブ給湯器とに分類される。特許文献１および２のように、同種
の給湯器を複数台並列に接続するシステム構成では、上記制御の際に、複数の給湯器のう
ちのメイン給湯器の指定をローテーションすることによって、特定の給湯器での劣化の進
行を回避することが一般的である。
【０００６】
　これに対して、特許文献３に記載される暖房給湯器を、給湯機能を有する熱源機（給湯
器）と並列に接続した給湯システムを構成すると、並列接続によってシステム全体の給湯
量を増大できる一方で、給湯量の変化に応じた出湯運転の制御をどのように行うかが問題
となる。具体的には、同種の給湯器を複数台並列に接続することを前提とする特許文献１
とは異なり、暖房給湯器による暖房機能の低下を抑制するように給湯を制御することが課
題となる。
【０００７】
　この発明はこのような問題点を解決するためになされたものであって、本発明の目的は
、暖房給湯用の第１の熱源機と、給湯機能を有する第２の熱源機とが並列に接続された構
成の給湯システムにおいて、第１の熱源機における暖房機能の低下を抑制することである
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明のある局面では、給湯システムは、第１の給湯回路を含む温水暖房熱源機であ
る第１の熱源機と、第２の給湯回路を含む第２の熱源機と、第１および第２の給湯回路が
並列に接続される出湯管と、第１の給湯回路の流路を遮断するための遮断機構とを備える
。第１の熱源機は、共通の熱源を用いて、第１の給湯回路における低温水の加熱と、暖房
端末に対する熱媒体の供給とを同時に実行可能である。給湯システムの給湯開始時には、
遮断機構によって第１の給湯回路の流路を遮断した状態で第２の給湯回路から出湯管へ出
湯される。第２の給湯回路による給湯負荷が予め定められた基準値よりも大きくなると、
遮断機構が第１の給湯回路の流路を開放することによって、第１および第２の給湯回路の
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両方から出湯管へ出湯される。
【０００９】
　上記給湯システムによれば、第２の熱源機単体からの出湯によって給湯運転を開始する
とともに、暖房用の加熱能力の一部を用いて給湯する第１の熱源機については、第２の熱
源機の給湯負荷が大きくなったときに限定して出湯する態様で、給湯運転が実行される。
したがって、第１および第２の熱源機からの並列出湯によって給湯能力（最大給湯量）を
増大できるとともに、第１の熱源機からの出湯を最小限とすることができるので、第１の
熱源機の暖房機能の低下を抑制することができる。
【００１０】
　好ましくは、第１の熱源機は、熱媒体を加熱する第１の加熱機構と、暖房運転時に第１
の加熱機構によって加熱された熱媒体を暖房端末との間で循環するための暖房循環経路と
、暖房循環経路から分岐されて、熱媒体が暖房端末を経由せずに再び暖房循環経路に合流
するように構成されたバイパス循環路と、第１の加熱機構によって加熱された熱媒体の全
流量に対するバイパス循環路へ供給される熱媒体の流量の比率である分配率を制御するた
めの分配制御機構を備える。第１の給湯回路は、バイパス循環路を通流する熱媒体との熱
交換によって、第１の給湯回路を通流する低温水の少なくとも一部を加熱するように構成
される。第２の給湯回路は、第２の給湯回路を通流する低温水の少なくとも一部を加熱す
る第２の加熱機構を有する。給湯開始時には、遮断機構によって第１の給湯回路の流路を
遮断した状態で第２の加熱機構が作動し、第２の給湯回路による給湯負荷が基準値よりも
大きくなると、第１の熱源機において熱媒体の一部がバイパス循環路を通過するように分
配制御機構が制御されるとともに、遮断機構が第１の給湯回路の流路を開放する。
【００１１】
　このように構成すると、液体同士の熱交換によって第１の熱源機の給湯機能が実現され
る場合には、第２の熱源機によって固定的に給湯を開始することによって、給湯システム
の給湯運転開始時における出湯温度の温度精度を向上することができる。
【００１２】
　さらに好ましくは、第１の給湯回路の通流量の積算値が判定値よりも小さい場合には前
記遮断機構が前記第１の給湯回路の流路を強制的に開放する制御が、所定時間毎に実行さ
れる。
【００１３】
　このようにすると、第１の熱源機からの出湯頻度が低いことによる第１の給湯回路での
長期間の滞留水の発生を検知して、当該滞留水を自動的に排出することができる。
【００１４】
　好ましくは、第１の給湯回路は、第１の給湯回路の通流量を制限するための流量調整機
構をさらに備える。流量調整機構は、積算値に基づいて遮断機構が第１の給湯回路の流路
を強制的に開放する場合には、通流量を予め定められたレベルに制限する。
【００１５】
　このようにすると、第１の給湯器から滞留水を自動的に排出する際に、給湯システムか
らの出湯温度に与える影響を軽減することができる。
【００１６】
　あるいは好ましくは、第１の給湯回路は、流量制限手段を含む。流量制限手段は、第１
および第２の給湯回路の両方から出湯管へ出湯されるときに、第１の給湯回路の通流量を
第２の給湯回路の通流量よりも小さくする。
【００１７】
　たとえば、流量制限手段は、第１の給湯回路の通流量を制限するための流量調整弁を含
む。記第１および第２の給湯回路の両方から出湯管へ出湯されるときの流量調整弁の弁開
度の制御範囲上限値は、当該上限値における第１の給湯回路の通流量が、第２の給湯回路
の通流量よりも小さくなるように設定される。
【００１８】
　あるいは、流量制限手段は、第１の給湯回路における流路抵抗を増加させる機構を含む
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。
【００１９】
　このようにすると、第１の熱源機（第１の給湯回路）および第２の熱源機（第２の給湯
回路）の両方からの並列出湯時において、第１の給湯回路の流量（出湯量）を、第２の給
湯回路の流量（出湯量）よりも少なくすることができる。この結果、並列出湯時における
第１の熱源機による暖房機能の低下を抑えることができる。
【００２０】
　あるいは好ましくは、第１の加熱機構が停止した下で第２の給湯回路のみから出湯管へ
出湯している状態から、第１および第２の給湯回路の両方から出湯管へ出湯する状態に移
行する場合には、第１の加熱機構を作動させることによってバイパス循環路へ供給される
熱媒体の温度が予め定められた基準温度よりも上昇した後に、遮断機構が第１の給湯回路
の流路を開放する。
【００２１】
　このようにすると、液体同士の熱交換による第１の熱源機（第１の給湯回路）からの出
湯が開始される、第２の熱源機（第２の給湯回路）のみによる単独出湯から、第１および
第２の給湯回路からの並列出湯への移行時に、給湯システムからの出湯温度が一時的に低
下することを抑制できる。
【００２２】
　あるいは好ましくは、遮断機構に対して流路を開放する制御指令が生成されている期間
において、第１の給湯回路における流量が第１の所定値よりも小さい場合には、第２の給
湯回路における流量状態が予め定められた流量条件を満たしているときに限って遮断機構
の閉故障が検知される。
【００２３】
　このようにすると、第２の給湯回路の流量状態を組み合わせることにより、遮断機構を
開放すると第１の給湯回路に通流が生じる場面に限定して、遮断機構が閉状態に固定され
る閉故障を検知することができる。この結果、誤検出を抑制することができる。
【００２４】
　また好ましくは、遮断機構に対して流路を遮断する制御指令が生成されている期間にお
いて、第１の給湯回路における流量が所定値よりも大きい場合には、分配制御機構は、熱
媒体がバイパス循環路へ供給されないように分配率を制御する。
【００２５】
　このようにすると、遮断機構が開状態に固定される開故障の発生時に、連続的に通流状
態となる第１の給湯回路での出湯のために熱媒体が供給されることを回避できるので、第
１の熱源機（暖房給湯器）による暖房能力の低下を抑制することができる。
【００２６】
　好ましくは、第２の熱源機は、給湯専用の給湯器である。
　これにより、暖房給湯器および給湯専用給湯器が並列接続された給湯システムにおいて
、上記効果を享受することができる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、暖房給湯用の第１の熱源機と、給湯機能を有する第２の熱源機とが並
列に接続された構成の給湯システムにおいて、第１の熱源機における暖房機能の低下を抑
制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の実施の形態に従う給湯システムの構成を説明するブロック図である。
【図２】図１に示された暖房給湯器の運転状態の遷移図である。
【図３】図１に示された暖房給湯器および給湯器の構成を詳細に説明するブロック図であ
る。
【図４】給湯システムでの実施の形態１に従う給湯運転の制御処理を説明するフローチャ
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ートである。
【図５】実施の形態１に従う給湯運転の動作例を説明する概念的な波形図である。
【図６】実施の形態２に従う給湯システムでの滞留水の検出処理手順を説明するフローチ
ャートである。
【図７】実施の形態２に従う給湯システムでの滞留水の排出のための制御処理手順を説明
するフローチャートである。
【図８】実施の形態２に従う給湯システムの動作例を説明する概念的な波形図である。
【図９】実施の形態３に従う給湯システムにおける各給湯回路の流量特性を説明する概念
的なグラフである。
【図１０】流量調整弁の開度制御範囲を説明するための概念図である。
【図１１】実施の形態４に従う給湯システムにおける給湯回路１１０のプレヒート制御を
説明するフローチャートである。
【図１２】実施の形態５に従う給湯システムにおける電磁開閉弁の閉故障を検知するため
の処理手順を説明するフローチャートである。
【図１３】実施の形態５に従う給湯システムにおける電磁開閉弁の開故障を検知するため
の処理手順を説明するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下に、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。なお以下では図
中の同一または相当部分には同一符号を付して、その説明は原則的に繰返さないものとす
る。
【００３０】
　［実施の形態１］
　図１は、本発明の実施の形態に従う給湯システムの構成を説明するブロック図である。
【００３１】
　図１を参照して、本実施の形態に従う給湯システム１０は、暖房機能および給湯機能の
両方を有する温水暖房熱源機である暖房給湯器１００と、給湯専用の給湯器２００と、入
水管２０と、出湯管４０とを有する。
【００３２】
　暖房給湯器１００は、加熱機構１０１および給湯回路１１０を有する。給湯回路１１０
は、加熱機構１０１によって加熱された熱媒体を暖房端末３００との間で循環通流させる
ことによる暖房機能を有する。さらに、給湯回路１１０は、暖房機能と共通の熱媒体を用
いて、入水管２０から導入された低温水の少なくとも一部を加熱することにより、出湯管
４０に対して出力する給湯機能を有する。
【００３３】
　給湯器２００は、加熱機構２０１および給湯回路２１０を有する。給湯器２００は、加
熱機構２０１が発生した熱量を用いて、入水管２０から導入された低温水の少なくとも一
部を加熱して、出湯管４０に出湯することができる。
【００３４】
　このように、給湯システム１０は、出湯管４０に対して並列に接続された、給湯回路１
１０（暖房給湯器１００）および給湯器２００(給湯回路２１０）の両方からの出湯によ
る給湯運転を実行することができる。これにより、給湯システム１０の給湯能力が増大す
る。
【００３５】
　一方で、暖房給湯器１００では、加熱機構１０１によって加熱された熱媒体の一部を用
いて給湯回路１１０で加熱された湯水を、出湯管４０へ出力することができる。このため
、暖房給湯器１００では、給湯および暖房の同時運転時には、加熱機構１０１によって加
熱された熱媒体の一部が給湯運転のために利用されることによって、暖房端末３００へ供
給される熱媒体が減少することにより、暖房機能が低下することが懸念される。
【００３６】
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　本実施の形態に従う給湯システム１０では、給湯回路１１０に対応して遮断機構９０が
配置される。遮断機構９０は、代表的には、電気信号に応じて開放または閉止される電磁
開閉弁によって構成することができる。遮断機構９０が遮断（閉止）されると、給湯回路
１１０では、流路が遮断されることにより、低温水の導入および出湯が停止される。した
がって、給湯システム１０では、遮断機構９０の閉止による給湯回路２１０単独での給湯
運転、および、遮断機構９０の開放による、給湯回路１１０および給湯回路２１０の両方
による給湯運転が選択的に実行できる。
【００３７】
　なお、図１の構成において、暖房給湯器１００は「第１の熱源機」の一実施例に対応し
、給湯器２００は「第２の熱源機」の一実施例に対応する。さらに、給湯回路１１０は「
第１の給湯回路」の一実施例に対応し、給湯回路２１０は「第２の給湯回路」の一実施例
に対応する。さらに、加熱機構１０１は「第１の加熱機構」に対応し、加熱機構２０１は
「第２の加熱機構」に対応する。
【００３８】
　図２は、暖房給湯器１００の運転状態の遷移図である。
　図２を参照して、後述のリモートコントローラ（以下、単に「リモコン」とも称する）
によって、暖房給湯器１００を含む給湯システム１０の運転スイッチがオンされると、暖
房給湯器１００は、運転オフ状態から運転オン状態に遷移する。運転オン状態では、暖房
給湯器１００が電源投入された状態となり、各構成機器が動作可能な状態となる。一方で
、加熱機構１０１は停止されており、加熱機構１０１の作動（燃焼）による熱媒体の加熱
は待機される。
【００３９】
　運転オン状態において、暖房端末３００からの暖房要求がオンされると、暖房給湯器１
００は、暖房端末３００へ熱媒体を供給する暖房運転を実行する。暖房運転では、加熱機
構１０１が作動することにより、加熱された熱媒体が暖房端末３００を通流する熱媒体の
暖房循環経路（後述）が形成される。
【００４０】
　暖房運転時に暖房端末３００からの暖房要求がオフされると、暖房給湯器１００は、運
転オン状態に復帰する。これにより、加熱機構１０１は停止する。
【００４１】
　一方で、運転オン状態において、出湯管４０に接続された給湯栓（図示せず）の開栓に
より、水道水の水圧によって給湯回路１１０に流量が生じると、具体的には、給湯回路１
１０での流量が最小作動流量（ＭＯＱ）を超えると、暖房給湯器１００は、加熱機構１０
１で加熱された熱媒体を用いて低温水を加熱する給湯運転を実行する。
【００４２】
　給湯運転時に、上述の給湯栓の閉栓によって給湯回路１１０での流量が最小作動流量よ
りも低下すると、給湯運転のオフ条件の成立により、暖房給湯器１００は、運転オン状態
に復帰する。これにより、加熱機構１０１は停止される。
【００４３】
　暖房運転時に給湯回路１１０での流量が最小作動流量を超えると、あるいは、給湯運転
時に暖房端末３００からの暖房要求がオンされると、暖房給湯器１００は、給湯および暖
房の同時運転を実行する。
【００４４】
　同時運転中に、暖房端末３００からの暖房要求がオフされると、暖房給湯器１００は、
給湯運転に遷移する。また、同時運転中に、給湯回路１１０での流量が最小作動流量より
も低下すると、暖房給湯器１００は、暖房運転に遷移する。また、同時運転中に、暖房要
求のオフと、給湯回路１１０での流量低下とが同時に成立すると、暖房給湯器１００は運
転オン状態に復帰して、加熱機構１０１は停止される。反対に、運転オン状態で、暖房要
求のオンおよび給湯回路１１０での流量上昇が同時に成立すると、暖房給湯器１００は直
接、同時運転に遷移することができる。
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【００４５】
　運転オン状態において、運転スイッチが操作された場合には、暖房給湯器１００は、運
転オフ状態に戻される。また、暖房運転中、給湯運転中、および、同時運転中の各々にお
いて、運転スイッチ（図示せず）が操作されると、暖房給湯器１００は、加熱機構１０１
を停止するとともに、直接、運転オフ状態に遷移することができる。
【００４６】
　図３は、図１に示された暖房給湯器１００および給湯器２００の構成を詳細に説明する
ブロック図である。
【００４７】
　図３を参照して、給湯器２００は、「第２の加熱機構」の一例である燃焼バーナ２０１
と、図１に示された給湯回路２１０と、コントローラ２３０とを備える。給湯回路２１０
は、熱交換器２０４、入水管２１２、出湯管２１５、バイパス管２１６、バイパス流量弁
２２０、および、流量調整弁２８０を含む。コントローラ２３０は、代表的には、マイク
ロコンピュータを含んで構成される。燃焼バーナ２０１および熱交換器２０４は、燃焼缶
体（以下、単に「缶体」とも称する）２０２に格納される。
【００４８】
　入水管２１２は、ノードＮ１において給湯システム１０の入水管２０と接続される。入
水管２１２は、熱交換器２０４の入力側とさらに接続される。熱交換器２０４を通過する
低温水は、燃焼バーナ２０１の発生熱量によって加熱される。例えば、燃焼バーナ２０１
は、作動時には、供給された燃料ガスを図示しないバーナで燃焼することによって熱量を
発生する。燃焼バーナ２０１の発生熱量は、バーナの点火本数や燃料ガスの流量により、
コントローラ２３０によって制御することができる。熱交換器２０４で加熱された高温水
は、出湯管２１５へ出力される。出湯管２１５は、ノードＮ３において給湯システム１０
の出湯管４０と接続される。
【００４９】
　なお、入水管２１２からは、バイパス流量弁２２０が配置されたバイパス管２１６が分
岐される。したがって、入水管２１２に導入された低温水は、バイパス流量弁２２０の開
度に従った分配比でバイパス管２１６へ分配される。バイパス流量弁２２０の開度は、コ
ントローラ２３０によって制御される。
【００５０】
　出湯管２１５には、バイパス管２１６との合流点２１７が設けられる。そして、熱交換
器２０４で加熱された高温水と、バイパス管２１６を通過した低温水とが混合されて、出
湯管４０へ供給される。すなわち、バイパス流量弁２２０の開度によって、高温水および
低温水の混合比率を制御することができる。
【００５１】
　このように、出湯管４０に接続された給水栓（図示せず）が開栓されると、給湯回路２
１０には、入水管２０での水道水圧等を供給圧として低温水が導入されることにより、当
該低温水の少なくとも一部を加熱して出湯管２１５へ出力する給湯経路が形成される。
【００５２】
　入水管２１２には、低温水温度Ｔｗ２を検出する温度センサ２２１が配置され、熱交換
器２０４の下流側には、加熱後の高温水温度Ｔｈ２を検出する温度センサ２２２が配置さ
れる。さらに、出湯管２１５の合流点２１７よりも下流側には、給湯器２００からの出湯
温度Ｔｏ２を検出する温度センサ２２３が配置される。さらに、入水管２１２には、缶体
２０２の流量Ｑ２を検出するための流量センサ２２５が配置される。すなわち、流量セン
サ２２５は、給湯回路２１０の通流量を検出する。
【００５３】
　コントローラ２３０は、暖房給湯器１００のコントローラ１３０と、信号線３５によっ
て接続される。この結果、コントローラ１３０および２３０の間では、双方向の信号伝送
によって、各種の情報およびデータを授受することができる。コントローラ１３０は、給
湯システム１０のリモコン５０と通信可能に接続される。例えば、コントローラ１３０お
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よびリモコン５０の間、ならびに、コントローラ１３０および２３０の間は、２心通信線
によって接続することができる。
【００５４】
　リモコン５０には、ユーザから給湯システム１０の運転指令が入力される。例えば、運
転指令は、給湯システム１０の運転オン状態および運転オフ状態を切換えるための運転オ
ンオフ指令、給湯運転における給湯設定温度指令が含まれる。リモコン５０に入力された
給湯設定温度は、コントローラ１３０からコントローラ２３０へ伝送される。
【００５５】
　コントローラ２３０は、給湯器２００（給湯システム１０）の運転オン状態において、
給湯栓の開栓によって流量センサ２２５による流量検出値Ｑ２が所定量（いわゆる、最小
作動流量：ＭＯＱ）よりも多いと、燃焼バーナ２０１を作動させて出湯管２１５から出湯
する。一方で、給湯器２００（給湯システム１０）の運転オフ状態では、流量センサ２２
５の検出流量によらず、燃焼バーナ２０１は停止状態（非燃焼）に維持される。
【００５６】
　コントローラ２３０は、燃焼バーナ２０１の作動時、すなわち、出湯時には、高温水温
度Ｔｈ２が給湯設定温度よりも高い高温水設定温度となるように、燃焼バーナ２０１の発
生熱量を制御する。さらに、コントローラ２３０は、給湯器２００からの出湯温度Ｔｏ２
（温度センサ２２３）が給湯設定温度と一致するように、バイパス流量弁２２０の開度を
制御する。なお、バイパス流量弁２２０は、全閉状態（開度＝０）として、低温水の全量
を熱交換器２０４へ供給することも可能である。あるいは、バイパス管２１６およびバイ
パス流量弁２２０の配置を省略して、低温水の全量が熱交換器２０４を通流する構成とす
ることも可能である。
【００５７】
　流量調整弁２８０は、熱交換器２０４の通流路に接続される。流量調整弁２８０の開度
に応じて、熱交換器２０４において加熱される流量を制限することができる。流量調整弁
２８０についても、全閉状態（開度＝０）として流路の遮断が可能なタイプの弁を用いる
ことができる。
【００５８】
　次に、暖房給湯器１００の構成を説明する。
　暖房給湯器１００は、給湯回路１１０による給湯機能と、暖房端末３００に対して熱媒
体（高温水）を供給する暖房機能とを有する。また、暖房給湯器１００では、暖房機能に
用いる熱媒体との熱交換によって低温水を加熱することで、給湯機能が実現される。
【００５９】
　暖房給湯器１００は、暖房端末３００と接続される、熱媒体の入力端１４１ａおよび出
力端１４１ｂと、配管１４３～１４７と、分配弁１６０と、循環ポンプ１７０とを備える
。「第１の加熱機構」の一例である燃焼バーナ１０１および熱交換器１０４は、缶体１０
２に格納される。燃焼バーナ１０１は、燃焼バーナ２０１と同様に、作動時には、供給さ
れた燃料ガスを燃焼することによって熱量を発生する。熱交換器１０４は、通流する熱媒
体を燃焼バーナ１０１の発生熱量によって加熱する。
【００６０】
　暖房端末３００は、放熱体３０５を含む。暖房端末３００は、外部配管３０２および３
０５によって、入力端１４１ａおよび出力端１４１ｂの間に接続される。暖房端末３００
は、図示しない制御部をさらに備える。当該制御部は、暖房給湯器１００のコントローラ
１３０に対して、２値信号である暖房運転信号Ｓｓｔを出力する。例えば、ユーザ操作に
応じて暖房端末３００の運転を開始する際に、暖房運転信号Ｓｓｔは「０」から「１」に
変化する。一方で、運転中の暖房端末３００がユーザ操作に応じて停止する際には、暖房
運転信号Ｓｓｔは「１」から「０」に変化する。
【００６１】
　配管１４３は、入力端１４１ａおよび熱交換器１０４の入力側を接続する。配管１４４
は、熱交換器１０４の出力側および分配弁１６０の第１ノード１６０ａを接続する。配管
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１４５は、分配弁１６０の第２ノード１６０ｂおよび出力端１４１ｂを接続する。燃焼バ
ーナ１０１による発生熱量は、燃焼バーナ１０１の点火本数や燃料ガスの流量により、コ
ントローラ１３０によって制御することができる。
【００６２】
　配管１４６は、分配弁１６０の第３ノード１６０ｃおよび給湯用熱交換器１５０の一次
側経路１５１の入力側を接続する。配管１４７は、給湯用熱交換器１５０の一次側経路１
５１の出力側を配管１４３と接続する。分配弁１６０の開度によって、第１ノード１６０
ａおよび第２ノード１６０ｂの経路の流量と、第１ノード１６０ａおよび第３ノード１６
０ｃの経路の流量との比率が制御される。循環ポンプ１７０は、配管１４３において、配
管１４７との合流点よりも下流側（熱交換器１０４側）に配設される。
【００６３】
　配管１４３には、熱媒体の入力温度Ｔｉ１を検出するための温度センサ１２６が配置さ
れる。熱交換器１０４の出力側に配置された温度センサ１２７は、熱交換器１０４による
加熱後の熱媒体の出力温度Ｔｈｍ１を検出する。
【００６４】
　図１に示された、暖房給湯器１００の給湯回路１１０は、入水管１１２と、出湯管１１
５と、バイパス管１１６と、バイパス流量弁１２０と、給湯用熱交換器１５０と、流量調
整弁１８０とを含む。給湯用熱交換器１５０は、一次側経路１５１および二次側経路１５
２の間での伝熱機構を有する。入水管１１２は、ノードＮ２において、給湯システム１０
の入水管２０と接続される。暖房給湯器１００の出湯管１１５は、給湯システム１０の出
湯管４０とノードＮ４において接続される。入水管１１２および出湯管１１５を含む給湯
回路１１０による通流路には、電磁開閉弁１９０が接続される。
【００６５】
　暖房給湯器１００は、さらに、コントローラ１３０を備える。コントローラ１３０は、
代表的には、マイクロコンピュータを含んで構成される。上述のように、コントローラ１
３０は、給湯システム１０のリモコン５０と通信可能に接続される。リモコン５０に入力
される運転指令は、暖房機能に関する指令、例えば、段階的に設定される暖房運転の暖房
能力を含む。暖房能力が高く設定される程、暖房給湯器１００からの熱媒体の出力温度目
標値を高く設定することができる。
【００６６】
　給湯回路１１０において、入水管１１２は、給湯用熱交換器１５０の二次側経路１５２
の入力側と接続される。出湯管１１５は、給湯用熱交換器１５０の二次側経路１５２の出
力側と接続される。バイパス管１１６およびバイパス流量弁１２０は、入水管１１２およ
び出湯管１１５の間に接続される。
【００６７】
　流量調整弁１８０は、入水管１１２および出湯管１１５による給湯回路１１０の通流路
に直列に接続される。流量調整弁１８０の開度に応じて、給湯回路１１０の流量を制限す
ることができる。
【００６８】
　なお、本実施の形態では、給湯回路１１０の流量調整弁１８０に、全閉による流路遮断
機能を有さないタイプの弁が適用される例を説明する。したがって、図１に示された、給
湯回路１１０の遮断機構９０として、コントローラ１３０からの制御指令に応じて開閉さ
れる電磁開閉弁１９０が配置されている。電磁開閉弁１９０は、非通電時には閉状態であ
る一方で、コントローラ１３０からの制御指令に応じて励磁されることで開放される、ノ
ーマリオフタイプの電磁弁によって構成される。なお、流量調整弁１８０が全閉による流
路遮断機能を有する場合には、電磁開閉弁１９０の配置を省略して、流量調整弁１８０に
よって遮断機構９０（図１）を構成することも可能である。
【００６９】
　給湯回路１１０には、入水管１１２において、給湯回路１１０に導入された低温水の温
度（以下、低温水温度Ｔｗ１）を検出する温度センサ１２１と、流量センサ１２５とが配
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置される。すなわち、流量センサ１２５は、給湯回路１１０の通流量Ｑ１を検出する。さ
らに、出湯管１１５において、給湯用熱交換器１５０（二次側経路１５２）の出力（下流
）側には、加熱後の高温水温度Ｔｈ１を検出する温度センサ１２２が配置される。さらに
、出湯管１１５における、バイパス管１１６との合流点１１７よりも下流側には、暖房給
湯器１００からの出湯温度Ｔｏ１を検出する温度センサ１２３が配置される。
【００７０】
　上述のように、コントローラ１３０および２３０の間では、信号線３５を経由した双方
向の信号伝送によって、各種の情報およびデータを授受することができる。ユーザからの
運転指令に従って給湯システム１０を動作させるためには、暖房給湯器１００および給湯
器２００の各々の単体の動作制御に加えて、暖房給湯器１００および給湯器２００を協調
的に動作させることが必要となる。この協調的な制御については、上述した信号線３５を
用いて伝送される情報およびデータを用いて、コントローラ１３０および２３０の一方ま
たは両方によって実行することができる。したがって、以下では、給湯システム１０の制
御を説明する場合において、コントローラ１３０および２３０を包括的に表記する場合に
は、コントローラ３０とも表記する。すなわち、以下の説明において、コントローラ３０
による制御動作は、コントローラ１３０および２３０の一方または両方によって実行可能
であることを意味している。
【００７１】
　コントローラ１３０は、リモコン５０に入力された運転指令に従って給湯システム１０
が動作するように、図２に示した、暖房運転、給湯運転、および、同時運転の切換え、な
らびに、各運転での設定指令値（具体的には、給湯設定温度および暖房能力）に従う動作
のために、暖房給湯器１００の各構成機器を制御する。
【００７２】
　コントローラ１３０には、温度センサ１２１～１２３，１２６，１２７によって検出さ
れた、低温水温度Ｔｗ１、高温水温度Ｔｈ１、出湯温度Ｔｏ１、ならびに、熱媒体の入力
温度Ｔｉ１および出力温度Ｔｈｍ１が入力される。さらに、コントローラ１３０には、流
量センサ１２５による流量検出値Ｑ１および暖房端末３００からの暖房運転信号Ｓｓｔが
入力される。
【００７３】
　コントローラ１３０は、バイパス流量弁１２０および流量調整弁１８０の開度、電磁開
閉弁１９０の開閉、燃焼バーナ１０１の作動／停止および発生熱量、循環ポンプ１７０の
作動／停止、ならびに、分配弁１６０の開度を制御する。
【００７４】
　暖房運転では、循環ポンプ１７０を作動するとともに、分配弁１６０が第１ノード１６
０ａおよび第２ノード１６０ｂの間に熱媒体の経路を形成することによって、暖房端末３
００との間で熱媒体を循環するための暖房循環経路が形成される。暖房給湯器１００の内
部では、暖房循環経路は、入力端１４１ａおよび出力端１４１ｂの間において、配管１４
３、熱交換器１０４、配管１４４、分配弁１６０の第１ノード１６０ａおよび第２ノード
１６０ｂ、ならびに、配管１４５を含むように形成される。
【００７５】
　一方で、分配弁１６０が第１ノード１６０ａおよび第３ノード１６０ｃの間に熱媒体の
経路を形成することにより、配管１４６および１４７によって、暖房端末３００をバイパ
スした熱媒体が、給湯用熱交換器１５０の一次側経路１５１を通流するバイパス経路を形
成することができる。これにより、循環ポンプ１７０を作動させることによって、バイパ
ス経路に熱交換器１０４で加熱された熱媒体を通流することができる。また、分配弁１６
０の開度に応じて、暖房循環経路の流量に対するバイパス経路への分流比率を制御するこ
とができる。
【００７６】
　コントローラ１３０は、暖房給湯器１００の運転オン状態において、暖房運転信号Ｓｓ
ｔが「１」に設定されると、循環ポンプ１７０および燃焼バーナ１０１を作動させて、熱
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媒体を加熱するとともに、上述の暖房循環経路を形成する。燃焼バーナ１０１の発生熱量
は、熱媒体の出力温度Ｔｈｍ１が、設定された暖房能力に対応する出力温度目標と一致す
るように制御される。
【００７７】
　暖房運転中に、流量センサ１２５の流量検出値Ｑ１が所定の最低流量よりも少ない場合
には、暖房運転のみが実行されるので、分配弁１６０は、熱媒体の全量が暖房循環経路を
通流するように制御される。
【００７８】
　一方で、暖房および給湯の同時運転では、循環ポンプ１７０および燃焼バーナ１０１が
作動した状態で、分配弁１６０は、加熱後の熱媒体の一部がバイパス経路を通流するよう
に制御される。これにより、給湯用熱交換器１５０では、入水管１１２から二次側経路１
５２に導入された低温水が、一次側経路１５１を通流する熱媒体によって加熱される。こ
の結果、出湯管１１５からは、給湯用熱交換器１５０による加熱後の高温水と、バイパス
管１１６を通過した低温水とを混合して給湯することができる。バイパス流量弁１２０の
開度調整によって、暖房給湯器１００からの出湯温度Ｔｏ１は給湯温度目標値に制御され
る。
【００７９】
　給湯運転時にも、循環ポンプ１７０および燃焼バーナ１０１が作動される。さらに、分
配弁１６０は、熱交換器１０４で加熱された熱媒体の全量がバイパス経路を通流するよう
に制御される。給湯運転における熱媒体の出力温度目標値は、暖房運転および同時運転と
は異なる値に設定されることが好ましい。給湯運転においても、暖房給湯器１００からの
出湯温度Ｔｏ１は、バイパス流量弁１２０の開度調整によって給湯温度目標値に制御され
る。
【００８０】
　図３に示されるように、暖房給湯器１００の出湯管１１５および給湯器２００の出湯管
２１５は、給湯システム１０の出湯管４０に対して並列に接続される。図１でも説明した
ように、遮断機構９０（図１）を構成する電磁開閉弁１９０の開閉に応じて、給湯システ
ム１０による給湯運転は、給湯器２００からの出湯のみによる単独モードと、暖房給湯器
１００および給湯器２００の両方からの出湯による並列モードとを切換えることができる
。
【００８１】
　具体的には、電磁開閉弁１９０の閉止時（単独モード）には、給湯回路１１０での流路
が遮断されて流量検出値Ｑ１が上昇しないため、暖房給湯器１００では給湯運転は実行さ
れない。すなわち、暖房給湯器１００は、暖房要求オン時には暖房運転を実行する一方で
、暖房要求オフ時には、加熱機構１０１（燃焼バーナ１０１）を停止する。この結果、給
湯器２００からの出湯のみによって、給湯システム１０の給湯運転が実行される。
【００８２】
　これに対して、電磁開閉弁１９０の開放時（並列モード）には、給湯回路１１０での流
路における流量検出値Ｑ１が最小作動流量よりも大きくなることに応じて、暖房給湯器１
００でも給湯運転が開始される。すなわち、暖房給湯器１００は、暖房要求オン時には暖
房および給湯の同時運転を実行する一方で、暖房要求オフ時には、加熱機構１０１（燃焼
バーナ１０１）を作動して給湯運転を実行する。
【００８３】
　給湯システム１０では、暖房給湯器１００での加熱能力の一部を給湯運転に用いること
によって給湯能力（給湯量）を増大することができる。一方で、暖房給湯器１００による
暖房機能の低下を抑制することが必要となる。特に、一般的な給湯システムに倣って、低
流量時から高流量時を通じて出湯するメイン給湯器と、高流量時にのみ出湯するサブ給湯
器との分担をローテーションすると、暖房給湯器がメイン給湯器に割り当てられたときに
、暖房端末へ供給できる熱媒体が減少することによって、暖房能力が低下することが懸念
される。
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【００８４】
　図４は、給湯システム１０における実施の形態１に従う給湯運転の制御処理を説明する
フローチャートである。図４に示すフローチャートは、給湯システム１０の運転開始時に
起動される。上述のように、給湯システム１０における給湯運転の制御は、コントローラ
１３０および２３０を包括的に表記するコントローラ３０によって実行することができる
。
【００８５】
　図４を参照して、コントローラ３０は、ステップＳ１１０により、初期化処理として、
電磁開閉弁１９０を閉止する。すなわち、コントローラ２３０から電磁開閉弁１９０への
制御指令（励磁指令）が非生成とされる。
【００８６】
　コントローラ３０は、ステップＳ１２０により、流量センサ２２５によって検出される
給湯器２００（給湯回路２１０）の流量検出値Ｑ２が、所定の最小作動流量（ＭＯＱ）よ
りも大きいかどうかを判定する。流量検出値Ｑ２がＭＯＱに達していないとき（Ｓ１２０
のＮＯ判定時）には、給湯器２００において燃焼バーナ２０１が停止されるとともに、暖
房給湯器１００では給湯運転が実行されないため、給湯回路１１０および２１０の両方で
出湯がオフされる。すなわち、給湯システム１０からは給湯を実行されない（Ｓ２００）
。
【００８７】
　コントローラ３０は、流量検出値Ｑ２がＭＯＱを超えると（Ｓ１２０のＹＥＳ判定時）
、ステップＳ１３０により、給湯器２００（給湯回路２１０）からの出湯をオンする。具
体的には、給湯器２００において燃焼バーナ２０１が作動することによって、給湯回路２
１０から出湯管４０に給湯設定温度に従った湯が出力される。このように、給湯運転は、
単独モードで開始される。
【００８８】
　コントローラ３０は、単独モードによる給湯運転時には、ステップＳ１４０およびＳ１
５０により、給湯回路２１０による給湯負荷が基準値よりも大きいかどうかを判定する。
例えば、ステップＳ１４０では、流量検出値Ｑ２が所定流量ｑｔよりも大きいかどうかを
判定するとともに、ステップＳ１５０により、給湯器２００による給湯熱量Ｑｌｄ（２）
が所定の基準値Ｑｔ１よりも大きいか否かを判定する。
【００８９】
　給湯熱量Ｑｌｄ（２）は、給湯回路２１０における、給湯設定温度Ｔｒおよび低温水温
度Ｔｗ２の温度差（Ｔｒ－Ｔｗ２）である昇温量と、流量検出値Ｑ２との積によって算出
される。一般的に、給湯熱量Ｑｌｄ（２）は、号数を単位として示される。なお、号数＝
１（１号）は、Ｑ２＝１［Ｌ／ｍｉｎ］を１５℃昇温するのに必要な熱量に相当する。例
えば、基準値Ｑｔ１は、給湯器２００による最大加熱能力（最大号数）の所定の割合（例
えば、６０（％））に設定することができる。
【００９０】
　給湯器２００における給湯負荷が基準値以下の場合、すなわち、ステップＳ１４０また
はＳ１５０がＮＯ判定時の場合には、処理はステップＳ１２０に戻される。したがって、
給湯回路２１０の流量検出値Ｑ２がＭＯＱよりも大きい間は、給湯回路２１０単体による
単独モードでの給湯が継続される。一方で、単独モードによる給湯運転中に、給湯回路２
１０の流量検出値Ｑ２がＭＯＱよりも低下すると、ステップＳ１２０がＮＯ判定されるこ
とにより、給湯システム１０からの給湯が停止される（Ｓ２００）。そして、ステップＳ
１１０からの処理が再び起動される。
【００９１】
　単独モードによる給湯運転中に、給湯器２００における給湯負荷が増大してステップＳ
１４０およびＳ１５０がＹＥＳ判定とされると、コントローラ３０は、ステップＳ１６０
に処理を進めて、電磁開閉弁１９０を開放する。すなわち、コントローラ１３０から電磁
開閉弁１９０を開放するための制御指令が出力される。
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【００９２】
　電磁開閉弁１９０が開放されると、給湯回路１１０の流路が形成されることによって流
量検出値Ｑ１（流量センサ１２５）がＭＯＱよりも大きくなる。これに応じて、暖房給湯
器１００では、加熱機構１０１の作動を伴う運転オン状態から給湯運転への遷移、または
、暖房運転から同時運転への遷移が生じる。この結果、入水管１１２に導入された低温水
の少なくとも一部が、給湯用熱交換器１５０の二次側経路１５２を通流することにより、
加熱機構１０１によって加熱された熱媒体との熱交換によって加熱される。
【００９３】
　暖房給湯器１００からも出湯が開始されることにより、コントローラ３０は、ステップ
Ｓ１７０により、暖房給湯器１００および給湯器２００の両方から出湯する並列モードに
よる給湯運転を実行する。
【００９４】
　このとき、出湯管４０からの供給量は、給湯先となる給湯栓（開栓状態）の個数および
その開度と、水道水の供給圧との組合せで決まる。また、給湯システム１０からの給湯量
に対する、給湯回路２１０（給湯器２００）および給湯回路１１０（暖房給湯器１００）
の出湯量の比は、給湯回路１１０および２１０のそれぞれでの圧力損失等による流路抵抗
の逆比に従って決まる。
【００９５】
　並列モードによる給湯運転中は、コントローラ３０は、ステップＳ１８０により、給湯
器２００の給湯負荷を監視する。そして、給湯負荷が予め定められた基準値よりも低下す
ると（Ｓ１８０のＹＥＳ判定時）、コントローラ３０は、ステップＳ１９０により、電磁
開閉弁１９０を閉止する。
【００９６】
　これにより、給湯回路１１０の流路が遮断されるので、給湯回路１１０からの出湯が停
止される。給湯回路１１０の流量検出値Ｑ１がＭＯＱよりも低くなる。これにより、暖房
給湯器１００では、同時運転から暖房運転への遷移（暖房要求オン時）または、加熱機構
１０１の停止を伴う給湯運転から運転オン状態への遷移（暖房要求オフ時）が生じる。こ
の結果、給湯回路１１０（暖房給湯器１００）からの出湯は停止される。コントローラ３
０は、ステップＳ１９０の後、処理をステップＳ１２０に戻す。これにより、上述したス
テップＳ１２０～Ｓ１５０による、単独モードでの給湯運転が実行される。
【００９７】
　一方で、並列モードによる給湯運転において、給湯器２００の給湯負荷が基準値以上で
ある間（Ｓ１８０のＮＯ判定時）には、ステップＳ１７０による並列モードによる給湯運
転が継続される。
【００９８】
　なお、給湯器２００の給湯負荷に係る判定に関して、ステップＳ１８０での基準値を、
ステップＳ１４０，Ｓ１５０での基準値よりも低く設定することで、単独モードおよび並
列モードの切換えが過度に生じることを抑制できる。
【００９９】
　図５は、実施の形態１に従う給湯運転の動作例を説明する概念的な波形図である。
　図５を参照して、電磁開閉弁１９０が閉止された状態で給湯システム１０の運転が開始
され、時刻ｔａにおいて、給湯回路２１０の流量検出値Ｑ２がＭＯＱを超えるのに応じて
、給湯回路２１０（給湯器２００）からの出湯が開始される。さらに流量検出値Ｑ２が増
加して、時刻ｔｂにおいて、給湯器２００による給湯負荷が基準値を超える。これにより
、時刻ｔｂでは、ステップＳ１４０，Ｓ１５０がＹＥＳ判定とされて、電磁開閉弁１９０
が開放されることにより（Ｓ１６０）、給湯回路１１０（暖房給湯器１００）からの出湯
も開始される。
【０１００】
　すなわち、時刻ｔａ～ｔｂの間には、給湯器２００のみで出湯量が賄えるため、電磁開
閉弁１９０が閉止されて、単独モードでの給湯運転が実行される一方で、時刻ｔｂからは
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、給湯回路１１０および２１０の両方からの出湯による並列モードの給湯運転が開始され
る。
【０１０１】
　時刻ｔｂからの並列モードでの給湯運転中に、時刻ｔｃにおいて、給湯量の減少により
、給湯器２００の給湯負荷が基準値よりも低下すると、図４のステップＳ１８０がＹＥＳ
判定されることに応じて、電磁開閉弁１９０が閉止される（Ｓ１９０）。これにより、給
湯回路１１０（暖房給湯器１００）からの出湯が停止されて、再び、給湯回路２１０（給
湯器２００）のみによる単独モードでの給湯運転が開始される。
【０１０２】
　時刻ｔｃから開始された単独モードでの給湯運転において、給湯流量がさらに低下して
、時刻ｔｄでは、給湯回路２１０の流量検出値Ｑ２がＭＯＱ♯よりも低下する。なお、Ｍ
ＯＱ♯は、給湯開始を判定するためのＭＯＱ（時刻ｔｂ）よりも低く設定されることが好
ましい。これに応じて、時刻ｔｄでは、給湯器２００における燃焼バーナ２０１が停止さ
れて、給湯回路２１０からの出湯がオフされる。これにより、給湯システム１０の給湯運
転が停止される。
【０１０３】
　このように実施の形態１に従う給湯システムでは、給湯器２００単体からの出湯によっ
て給湯運転を開始するとともに、暖房用の加熱能力の一部を用いて給湯する暖房給湯器１
００については、給湯器２００の給湯負荷が大きくなったときに限定して出湯する態様で
、給湯運転が実行される。すなわち、低流量時から高流量時を通じて出湯するメイン給湯
器には給湯器２００が固定的に割り当てられる。この結果、給湯器２００および暖房給湯
器１００の並列出湯によって給湯能力（最大給湯量）を増大できるとともに、暖房給湯器
１００からの出湯を最小限とすることができるので、暖房給湯器１００の暖房機能の低下
を抑制することができる。
【０１０４】
　また、図３の構成例のように、液体同士の熱交換によって暖房給湯器１００の給湯機能
が実現される場合には、給湯器２００をメイン給湯器に固定することによって、給湯シス
テムの給湯運転開始時における出湯温度の立ち上がりが早くなるので、温度精度を向上す
ることができる。
【０１０５】
　［実施の形態２］
　実施の形態１で説明した給湯システムでは、給湯器２００をメイン給湯器に固定して、
暖房給湯器１００による出湯の機会を抑制することで、暖房能力の低下を抑制している。
この結果、暖房給湯器１００が長期間出湯しないことにより、暖房給湯器１００の給湯回
路１１０の内部に、長期間の滞留水が生じることが懸念される。
【０１０６】
　図３の構成例では、電磁開閉弁１９０が閉止されることにより、入水管２０上のノード
Ｎ２から、入水管１１２、および、給湯用熱交換器１５０の二次側経路１５２を経由して
、出湯管１１５の電磁開閉弁１９０までの経路（以下、「滞留経路」とも称する）に、長
期間の滞留水が発生するおそれがある。実施の形態２では、このような滞留水の発生を検
知して、長期間に亘って給湯回路１１０内に水が滞留しないように、自動的に排出するた
めの制御について説明する。
【０１０７】
　図６は、実施の形態２に従う給湯システムでの滞留水の検出処理手順を説明するフロー
チャートである。図６の制御処理についても、コントローラ１３０および／または２３０
、すなわち、コントローラ３０によって実行することが可能である。
【０１０８】
　図６を参照して、コントローラ３０は、ステップＳ２１０により、滞留水の検出のため
の各パラメータの初期化処理を実行する。具体的には、流量センサ１２５の通流量、すな
わち流量検出値Ｑ１を積算するための流量積算値Ｑｓｕｍが０にクリアされ、滞留判定フ
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ラグＦｔｒが「滞留水検出有り」を示す値（Ｆｔｒ＝１）に設定される。さらに、滞留水
を除去するための強制通流制御の要求フラグＦｃｔｌが、制御不要を示す値（Ｆｃｔｌ＝
０）に初期化される。
【０１０９】
　コントローラ３０は、ステップＳ２２０により、給湯回路１１０に通流が生じているか
否かを、流量センサ１２５の流量検出値Ｑ１によって判定する。Ｑ１＞０のとき（Ｓ２２
０のＹＥＳ判定時）には、コントローラ３０は、ステップＳ２３０により、流量積算値Ｑ
ｓｕｍの現在値に対して現在の流量検出値Ｑ１を加算する。さらに、ステップＳ２４０に
より、加算後の流量積算値Ｑｓｕｍが基準値Ｒと比較される。基準値Ｒは、給湯回路１１
０による保有水量、より詳細には、上述した図３での滞留経路の配管での保有水量に対応
させて予め定めることができる。
【０１１０】
　コントローラ３０は、Ｑｓｕｍ＞Ｒのとき（Ｓ２４０のＹＥＳ判定時）には、ステップ
Ｓ２５０に処理を進めて、滞留判定フラグＦｔｒを、「滞留水検出無し」を示す値（Ｆｔ
ｒ＝０）へ変化させる。ステップＳ２５０では、要求フラグＦｃｔｌ＝０に維持される。
【０１１１】
　コントローラ３０は、流量積算値Ｑｓｕｍが基準値Ｒに達していないとき（Ｓ２４０の
ＮＯ判定時）には、ステップＳ２５０による処理をスキップする。すなわち、流量積算値
Ｑｓｕｍが更新される一方で、滞留判定フラグＦｔｒ＝１（滞留水検出有り）に維持され
る。
【０１１２】
　コントローラ３０は、Ｑ１＝０、すなわち、給湯回路１１０に通流が生じていないとき
（Ｓ２２０のＮＯ判定時）には、ステップＳ２６０により、流量積算値Ｑｓｕｍをクリア
する（Ｑｓｕｍ＝０）。これにより、流量積算値Ｑｓｕｍは、給湯回路１１０での連続し
た通流状態においてのみ積算される。長期間に亘る間欠的な通流によって流量積算値Ｑｓ
ｕｍが基準値Ｒを超えても、実際には長期間の滞留水が存在している可能性があるので、
かかるケースにおいて、滞留判定フラグＦｔｒがクリア（Ｆｔｒ＝０）されること（Ｓ２
５０）を排除するためである。
【０１１３】
　コントローラ３０は、ステップＳ２２０～Ｓ２６０による処理を一定の制御周期毎に実
行するとともに、ステップＳ２７０により、前回の滞留判定タイミングから所定時間が経
過したかどうかを判定する。所定時間は、例えば、日数オーダーとすることができる。
【０１１４】
　コントローラ３０は、前回のＳ２８０での判定から所定時間が経過すると（Ｓ２７０の
ＹＥＳ判定時）、ステップＳ２８０により滞留判定を実行する。すなわち、ステップＳ２
７０は、所定時間が経過する毎にＹＥＳ判定とされる。一方で、所定時間が経過するまで
の間（Ｓ２７０のＮＯ判定時）では、Ｓ２２０～Ｓ２６０による流量積算値Ｑｓｕｍの更
新処理が繰返し実行される。
【０１１５】
　コントローラ３０は、ステップＳ２８０により、滞留判定フラグＦｔｒに基づいて滞留
判定を実行する。Ｆｔｒ＝１のとき（Ｓ２８０のＹＥＳ判定時）には、ステップＳ２９０
により、要求フラグＦｃｔｌが「１」に設定される。さらに、流量積算値Ｑｓｕｍがクリ
アされて（Ｑｓｕｍ＝０）、再びステップＳ２２０に処理が戻される。
【０１１６】
　一方で、Ｆｔｒ＝０のとき（Ｓ２８０のＮＯ判定時）には、ステップＳ３００により、
ステップＳ２１０と同様の初期化処理が行われた後、再びステップＳ２２０に処理が戻さ
れる。
【０１１７】
　このように、図６に従う制御処理によれば、給湯回路１１０における保有水量（基準値
Ｒ）を超える連続的な通流の有／無を監視する滞留判定が、所定時間毎（Ｓ２７０）に実
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行される。そして、当該通流が無いことにより滞留水の存在が検知されると、強制通流制
御が要求される（Ｆｃｔｌ＝１）。
【０１１８】
　図７は、実施の形態２に従う給湯システムにおける、滞留水の排出のための制御処理手
順を説明するフローチャートである。図７の制御処理についても、コントローラ１３０お
よび／または２３０、すなわち、コントローラ３０によって繰り返し実行することが可能
である。
【０１１９】
　図７を参照して、コントローラ３０は、ステップＳ３１０により、要求フラグＦｃｔｌ
が「１」であるかどうかを判定する。Ｆｃｔｌ＝０であるとき（Ｓ３１０のＮＯ判定時）
には、ステップＳ３２０以降の処理は実行されず、強制通流制御は起動されない。
【０１２０】
　コントローラ３０は、Ｆｃｔｌ＝１のとき（Ｓ３１０のＹＥＳ判定時）には、ステップ
Ｓ３２０により、電磁開閉弁１９０が閉止中であるかどうかを判定する。電磁開閉弁１９
０の閉止中（Ｓ３２０のＹＥＳ判定時）には、コントローラ３０は、ステップＳ３３０に
より、給湯器２００からの出湯中、すなわち、給湯回路２１０の流量検出値Ｑ２がＭＯＱ
よりも大きい状態であるかどうかを判定する。
【０１２１】
　コントローラ３０は、給湯器２００からの出湯中には（Ｓ３３０のＹＥＳ判定時）、ス
テップＳ３４０により強制通流制御を実行する。具体的には、強制通流制御では、電磁開
閉弁１９０が開放されるとともに、流量調整弁１８０が所定開度に設定される。強制通流
制御における流量調整弁１８０の開度は、比較的少ない流量によって滞留水を排出するよ
うに予め定められる。
【０１２２】
　ステップＳ３４０による強制通流制御の実行中にも、図６に示したフローチャートによ
る滞留水の判定は実行されているため、強制通流制御によって給湯回路１１０での流量積
算値Ｑｓｕｍが増加する。したがって、コントローラ３０は、強制通流制御（Ｓ３４０）
の実行中には、ステップＳ３５０により、図６によって制御される滞留判定フラグＦｔｒ
が「０」に変化したかどうかを判定する。
【０１２３】
　コントローラ３０は、Ｆｔｒ＝１の間（Ｓ３５０のＮＯ判定時）、すなわち、滞留判定
がクリアされない間には、ステップＳ３４０による強制通流制御を継続する。コントロー
ラ３０は、滞留判定フラグがＦｔｒ＝０にクリアされると（Ｓ３５０のＹＥＳ判定時）、
ステップＳ３６０により、強制通流制御をオフする。以降では、電磁開閉弁１９０の開放
および閉止は、図４で説明した、給湯器２００の給湯負荷に基づく制御処理によって決め
られる。
【０１２４】
　なお、電磁開閉弁１９０の閉止時であっても、給湯器２００が出湯していない場合（Ｓ
３３０のＮＯ時）には、処理はステップＳ３２０へ戻されて、ステップＳ３４０による強
制通流制御の実行は待機される。
【０１２５】
　また、電磁開閉弁１９０の開放時（Ｓ３２０のＮＯ判定時）には、給湯回路１１０から
出湯されているので、強制通流制御（Ｓ３４０）は必要ない。したがって、ステップＳ３
３０以降の処理は実行されない。
【０１２６】
　図８は、実施の形態２に従う給湯システムの動作例を説明する概念的な波形図である。
　図８を参照して、滞留判定（図６のステップＳ２８０）は、所定時間Ｔｃの経過毎に実
行される。図８の例では、時刻ｔｘ、ｔｙに滞留判定が実行されている。また、図６のス
テップＳ２６０での処理により、流量積算値Ｑｓｕｍは、給湯回路２１０での連続的な通
流が終わるたびに、Ｑｓｕｍ＝０にクリアされている。
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【０１２７】
　時刻ｔｘまでの期間では、時刻ｔ１において、Ｑｓｕｍ＞Ｒとなっているため、当該タ
イミングで、滞留判定フラグＦｔｒが初期値である「１」から「０」にクリアされる。こ
の結果、時刻ｔｘでの滞留判定において、強制通流制御の要求フラグＦｃｔｌは「０」に
維持される。このため、時刻ｔｘ以降では、図７で説明した強制通流制御は実行されない
。
【０１２８】
　一方、時刻ｔｘ～ｔｙの期間では、給湯流量が比較的小さく、流量積算値Ｑｓｕｍが基
準値Ｒに達することなく、所定時間Ｔｃが経過している。したがって、時刻ｔｙでの滞留
判定では、滞留判定フラグＦｔｒが「１」に維持されているため、強制通流制御の要求フ
ラグＦｃｔｌが「１」に設定される。
【０１２９】
　時刻ｔｙにおいて要求フラグＦｃｔｌが「１」に設定されると、給湯回路２１０での出
湯に合わせて給湯回路１１０でも、流量調整弁１８０を所定開度として滞留水が出湯され
る。これにより、流量積算値Ｑｓｕｍが上昇する。
【０１３０】
　時刻ｔ２において、流量積算値Ｑｓｕｍが基準値Ｒに達すると、滞留判定フラグＦｔｒ
および要求フラグＦｃｔｌは「０」に設定されて、強制通流制御は終了される。時刻ｔｙ
から所定時間Ｔｃが経過すると次の滞留判定が実行されるが、当該滞留判定では、時刻ｔ
ｘと同様に、滞留水の存在は検知されない。このように、所定時間Ｔｃの経過毎に同様の
滞留判定が実行されるとともに、滞留水の存在が検知されると、強制通流制御が実行され
る。
【０１３１】
　このように実施の形態２に従う給湯システムによれば、実施の形態１で説明した、暖房
機能の低下を抑制するための給湯制御において、給湯回路１１０の内部に長期間の滞留水
が生じることを防止できる。
【０１３２】
　［実施の形態３］
　実施の形態３では、給湯器２００および暖房給湯器１００の両方から出湯する並列モー
ドにおける給湯回路１１０（暖房給湯器１００）の流量制限について説明する。並列モー
ドによる給湯運転時における、上述のように、給湯回路１１０および２１０の流量の比率
は、給湯経路の流路損失に起因する流量特性に従う。
【０１３３】
　図９は、実施の形態３に従う給湯システムにおける給湯回路１１０および２１０の各々
の流量特性を説明する概念的なグラフである。図９の横軸には流量（Ｌ／ｍｉｎ）が示さ
れ、縦軸には、圧力（ｋＰａ）が示される。圧力は、上水道の供給水圧および開栓される
給湯栓の個数および開度によって変化する。
【０１３４】
　図９を参照して、流量特性ＣＧＱ１およびＣＧＱ２は、給湯回路２１０の流量特性を示
している。ＣＧＱ１は、流量調整弁２８０およびバイパス流量弁２２０の全開時における
、圧力－流量の特性線である。一方で、ＣＧＱ２は、流量調整弁２８０が全開、かつ、バ
イパス流量弁２２０が全閉の場合における、圧力－流量の特性線である。ＣＧＱ１および
ＣＧＱ２の比較から、バイパス流量弁２２０の全開時（ＣＧＱ１）の方が経路全体での圧
力損失が小さくなるため、同一圧力に対する流量が多いことが理解される。
【０１３５】
　一方で、流量特性ＣＧＨＱ♯は、給湯回路１１０において、流量調整弁１８０を全開状
態に設定したときの圧力－流量の特性線である。
【０１３６】
　図１０は、流量調整弁１８０の開度制御範囲を説明するための概念図である。図１０に
は、一定圧力下での開度Ｘ（横軸）に対する流量（縦軸）の変化特性が示される。
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【０１３７】
　図１０を参照して、流量調整弁１８０は、全閉状態となる締切機能を有していないため
、低流量域においては、開度の変化に対する流量の変化が小さい低感度の領域が存在する
。このような低感度の領域を避けて、開度制御範囲の下限値Ｘｍｉｎを設定することがで
きる。一方で、流量調整弁１８０は、機構上はＸ＝Ｘｍａｘにおいて全開状態となる。
【０１３８】
　すなわち、図９の流量特性ＣＧＨＱ♯から理解されるように、流量調整弁１８０の全開
状態時（Ｘ＝Ｘｍａｘ）では、バイパス流量弁２２０の開度が大きい場合には、給湯回路
１１０の流量が、給湯回路２１０の流量よりも多くなる。
【０１３９】
　しかしながら、暖房機能の低下を抑制する観点からは、並列モードによる給湯運転時に
は、給湯回路１１０の流量が、給湯回路２１０の流量よりも少ないことが好ましい。すな
わち、給湯回路１１０の流量特性ＣＧＨＱ♯によれば、並列モードでの給湯により、暖房
端末３００に対する熱媒体の供給量の減少が懸念される。
【０１４０】
　したがって、実施の形態３に従う給湯システムでは、流量調整弁１８０の開度制御範囲
の上限値がＸｃｍｘ（Ｘｃｍｘ＜Ｘｍａｘ）に制限される。これにより、給湯回路１１０
の流量特性が、図９上でＣＧＨＱ♯からＣＧＨＱへ変化する。流量特性ＣＧＨＱによれば
、流量調整弁１８０の開度が制御上限値Ｘｃｍｘである場合でも、給湯回路１１０の流量
は、給湯回路２１０の流量よりも少なくなる。
【０１４１】
　逆に言えば、図１０における開度制御範囲の上限値Ｘｃｍｘは、給湯回路１１０での圧
力－流量特性に従って、ＣＧＨＱのような流量特性を実現することができる開度の最大値
に従って、予め定めることができる。
【０１４２】
　給湯回路１１０の流量は、上述のように当該給湯経路の流路抵抗によって決まるため、
流量調整弁１８０の開度制御範囲の上限値を制御する他にも、給湯回路１１０の流路抵抗
を増加するハード機構によって、流量調整弁１８０が全開状態（Ｘ＝Ｘｍａｘ）であって
も、図９に示された流量特性ＣＧＨＱを実現することが可能である。たとえば、給湯回路
１１０の配管の一部または全部の配管径および／またはバルブ径を細くする設計により圧
力損失を増加させることによって、流路抵抗を増加するハード機構を実現できる。
【０１４３】
　このように実施の形態３に従う給湯システムでは、流量調整弁１８０の開度制御範囲の
上限値の制限、または、圧力損失を増加するためのハード機構の設計によって、給湯回路
１１０および２１０の両方からの並列出湯時において、給湯回路１１０の流量（出湯量）
を、給湯回路２１０の流量（出湯量）よりも少なくすることができる。この結果、並列モ
ードによる給湯運転時において、暖房給湯器１００による暖房機能の低下を抑えることが
できる。実施の形態３では、流量調整弁１８０の開度制御範囲の上限値の制限、および、
給湯回路１１０の流路抵抗を増加するためのハード機構の少なくとも一方によって「流量
制限手段」の機能を実現することができる。
【０１４４】
　［実施の形態４］
　図３の構成例では、暖房給湯器１００では、加熱機構１０１からの熱媒体を用いた液体
同士の熱交換によって給湯運転が実現される。このため、給湯回路１１０からの出湯開始
時には、出湯温度Ｔｏ１が給湯設定温度に上昇するまで時間を要することによって、給湯
システム１０からの出湯温度が一時的に低下することが懸念される。
【０１４５】
　したがって、実施の形態４に従う給湯システムでは給湯回路１１０からの出湯開始時に
プレヒート制御を実行する。
【０１４６】
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　図１１は、実施の形態４に従う給湯システムにおける給湯回路１１０のプレヒート制御
を説明するフローチャートである。図１１の制御処理は、図４の制御処理に追加して実行
されるので、コントローラ３０によって実行することが可能である。
【０１４７】
　図１１を参照して、図４の制御処理での単独モードによる給湯時（給湯器２００単独に
よる出湯時）に、給湯器２００の給湯負荷が増大してステップＳ１４０，Ｓ１５０がＹＥ
Ｓ判定とされると、コントローラ３０は、図１１に示すステップＳ１５２～Ｓ１５６の処
理の実行後、ステップＳ１６０により電磁開閉弁１９０を開放する。
【０１４８】
　図１１を参照して、コントローラ３０は、ステップＳ１５２により、温度センサ１２７
によって検出された熱媒体の出力温度Ｔｈｍ１、すなわち、加熱機構１０１による加熱後
の熱媒体温度をプレヒート判定温度Ｔαと比較する。コントローラ３０は、Ｔｈｍ１≧Ｔ
αである場合には（Ｓ１５２のＹＥＳ判定時）、プレヒート運転は不要と判断して、ステ
ップＳ１５６に処理を進める。
【０１４９】
　一方で、コントローラ３０は、熱媒体の出力温度Ｔｈｍ１がプレヒート判定温度Ｔαに
達していないとき（Ｓ１５２のＮＯ判定時）には、ステップＳ１５４によりプレヒート制
御を実行する。プレヒート制御では、循環ポンプ１７０および燃焼バーナ１０１が作動し
た状態で、バイパス循環路、すなわち、給湯用熱交換器１５０の一次側経路１５１への熱
媒体の流量比率が１００（％）となるように分配弁１６０が制御される。なお、暖房運転
から同時運転への移行時には、循環ポンプ１７０および燃焼バーナ１０１は既に作動して
いるので、分配弁１６０の制御によって、プレヒート制御が実現される。
【０１５０】
　コントローラ３０は、ステップＳ１５５により、プレヒート制御（Ｓ１５４）が長時間
継続しないようにタイマアウト判定を実行する。例えば、ステップＳ１５５は、プレヒー
ト制御の開始から６０秒が経過するとＹＥＳ判定とされて、処理はステップＳ１５６へ進
められる。一方で、タイムアウトの成立までは（Ｓ１５５のＮＯ判定時）、熱媒体の出力
温度Ｔｈｍ１がプレヒート判定温度Ｔαに達するまで、プレヒート制御（Ｓ１５４）が実
行される。
【０１５１】
　コントローラ３０は、熱媒体の出力温度Ｔｈｍ１がプレヒート判定温度Ｔαに達すると
（Ｓ１５２のＹＥＳ判定時）、または、プレヒート制御が所定時間継続すると（Ｓ１５５
のＹＥＳ判定時）、ステップＳ１５６へ処理を進めて、燃焼バーナ１０１および分配弁１
６０の制御を通常に戻す。これにより、プレヒート制御は終了される。
【０１５２】
　なお、燃焼バーナ１０１は、通常の制御においては、熱媒体の出力温度Ｔｈｍ１、低温
水温度Ｔｗ１、および、給湯用熱交換器１５０（二次側経路１５２）の高温水温度Ｔｈ１
に応じて停止される。すなわち、これらの温度のうちのいずれかが十分高く、熱媒体の加
熱が必要ない場合には、燃焼バーナ１０１は停止される。一方で、これらの温度が低く、
熱媒体の加熱が必要である場合には、燃焼バーナ１０１は作動される。
【０１５３】
　また、分配弁１６０は、通常制御では、暖房運転、給湯運転、および、同時運転のいず
れであるかに応じて分配率を制御する。基本的には、暖房運転時には分配率は０（％）と
され、給湯運転時には分配率は１００（％）とされる。一方で、暖房および給湯の同時運
転時には、分配率は、０（％）および１００（％）の中間値、例えば、６０（％）程度に
制御することができる。
【０１５４】
　さらに、コントローラ３０は、ステップＳ１６０により、プレヒート制御後の状態で、
電磁開閉弁１９０を開放する。これにより、給湯用熱交換器１５０の一次側経路１５１を
通流する熱媒体の温度上昇後に、給湯回路１１０からの出湯を開始することができる。し
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たがって、液体同士の熱交換による給湯回路１１０（暖房給湯器１００）からの出湯が開
始される、給湯回路２１０のみによる給湯（単独モード）から並列モードへの移行時に、
給湯システム１０からの出湯温度が一時的に低下することを抑制できる。
【０１５５】
　［実施の形態５］
　実施の形態５では、実施の形態１～４で説明した、単独モードおよび並列モードの切換
えを制御するための遮断機構９０（図１）として設けられた電磁開閉弁１９０の故障検出
について説明する。
【０１５６】
　電磁開閉弁１９０の故障には、開放が指令されても閉状態が継続する故障（以下、「閉
故障」）と、反対に、閉止が指令されても開状態に維持される故障（以下、「開故障」）
とが含まれる。
【０１５７】
　図１２は、実施の形態５に従う給湯システムにおける電磁開閉弁１９０の閉故障を検知
するための処理手順を説明するフローチャートである。図１２の制御処理についても、コ
ントローラ３０によって繰り返し実行することが可能である。
【０１５８】
　図１２を参照して、コントローラ３０は、ステップＳ４１０により、閉故障を検出する
ためのタイマ値Ｔｍｒａをクリアする（Ｔｍｒａ＝０）。さらに、コントローラ３０は、
ステップＳ４２０により、電磁開閉弁１９０の開放指令中であるか否かを判定する。ステ
ップＳ４２０は、電磁開閉弁１９０の励磁指令（制御指令）が発生されているときにＹＥ
Ｓ判定とされる。
【０１５９】
　コントローラ３０は、電磁開閉弁１９０の開放指令中（Ｓ４２０のＹＥＳ判定時）には
、ステップＳ４３０により、給湯器２００（給湯回路２１０）での流量パラメータＱ２ｐ
が基準値Ｐｘよりも大きいかどうかを判定する。流量パラメータＱ２ｐは、給湯器２００
での流量に応じて増減する定量値であり、代表的には、流量センサ２２５による流量検出
値Ｑ２を、流量パラメータＱ２ｐとして用いることができる。あるいは、図４での判定と
変数を統一するために、給湯器２００での給湯熱量Ｑｌｄ（２）を流量パラメータＱ２ｐ
とすることも可能である。ステップＳ４３０での基準値Ｐｘは、給湯器２００に十分な流
量が生じており、電磁開閉弁１９０を開放すれば給湯回路１１０にもある程度の流量が生
じると推定される状態に対応させて設定することができる。
【０１６０】
　コントローラ３０は、Ｑ２ｐ＞Ｐｘのとき（Ｓ４３０のＹＥＳ判定時）には、ステップ
Ｓ４４０により、給湯回路１１０の流量検出値Ｑ１を判定値ｑｘと比較する。ステップＳ
４４０は、Ｑ１＜ｑｘのときにＹＥＳ判定とされる。
【０１６１】
　したがって、ステップＳ４２０～Ｓ４４０のすべてがＹＥＳ判定であれば、電磁開閉弁
１９０に開放が指令されており、かつ、給湯器２００の流量状態から、電磁開閉弁１９０
が開放されれば給湯回路１１０にも流量が生じるべき状態であるのに、給湯回路１１０の
流量が生じていないことになる。
【０１６２】
　このような場合には、コントローラ３０は、ステップＳ４５０に処理を進めて、タイマ
値Ｔｍｒａをインクリメントするとともに、ステップＳ４６０により、インクリメントさ
れたタイマ値Ｔｍｒａが判定値Ｔｆａよりも大きいかどうかを判定する。
【０１６３】
　なお、ステップＳ４２０～Ｓ４４０がすべてＹＥＳ判定であっても、タイマ値Ｔｍｒａ
が判定値Ｔｆａを超えるまでの間は（Ｓ４６０のＮＯ判定時）、ステップＳ４２０に処理
が戻される。また、Ｓ４２０～Ｓ４４０のいずれか１つがＮＯ判定とされると、ステップ
Ｓ４１０に処理が戻されて、タイマ値Ｔｍｒａは０にクリアされる。
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【０１６４】
　コントローラ３０は、ステップＳ４２０～Ｓ４４０のすべてがＹＥＳ判定である状態が
、判定値Ｔｆａに対応する時間に亘って継続すると、ステップＳ４７０に処理を進めて、
電磁開閉弁１９０の閉故障を検知する。コントローラ３０は、電磁開閉弁１９０の閉故障
を検知すると、ステップＳ４８０により、分配弁１６０によるバイパス循環路への熱媒体
の分配率を０（％）に制御する。これにより、電磁開閉弁１９０の閉故障により、暖房給
湯器１００からの出湯が不能であるのに、給湯用熱交換器１５０の一次側経路１５１へ熱
媒が供給されることを回避できる。これにより、暖房能力の無用な低下を抑制できる。
【０１６５】
　さらに、コントローラ３０は、ステップＳ４９０では、電磁開閉弁１９０に閉故障が発
生している旨のエラーメッセージを、ユーザに対して出力する。例えば、リモコン５０の
図示しない表示画面またはスピーカを用いて、当該エラーメッセージを出力することがで
きる。
【０１６６】
　このように、電磁開閉弁１９０の閉故障については、給湯器２００での流量状態（Ｓ４
３０）を条件に加えることにより、誤検出を抑制することができる。
【０１６７】
　図１３は、電磁開閉弁１９０の開故障を検出するための処理手順を説明するフローチャ
ートである。図１３の制御処理についても、コントローラ３０によって繰り返し実行する
ことが可能である。
【０１６８】
　図１３を参照して、コントローラ３０は、ステップＳ５１０により、開故障を検出する
ためのタイマ値Ｔｍｒｂをクリアする（Ｔｍｒｂ＝０）。さらに、コントローラ３０は、
ステップＳ５２０により、電磁開閉弁１９０の閉止指令中であるか否かを判定する。例え
ば、ステップＳ５２０は、電磁開閉弁１９０の励磁指令（制御指令）が発生されていない
ときにＹＥＳ判定とされる。
【０１６９】
　コントローラ３０は、電磁開閉弁１９０の閉止指令中（Ｓ５２０のＹＥＳ判定時）には
、ステップＳ５４０により、給湯回路１１０の流量検出値Ｑ１を判定値ｑｙと比較する。
ステップＳ５４０は、Ｑ１＞ｑｙのときにＹＥＳ判定とされる。
【０１７０】
　したがって、ステップＳ５２０，Ｓ５４０の両方がＹＥＳ判定であれば、電磁開閉弁１
９０に閉止が指令されているのに、給湯回路１１０の流量が生じていることになる。この
ような場合に、コントローラ３０は、ステップＳ５５０に処理を進めて、タイマ値Ｔｍｒ
ｂをインクリメントするとともに、ステップＳ５６０により、インクリメントされたタイ
マ値Ｔｍｒｂが判定値Ｔｆｂよりも大きいかどうかを判定する。
【０１７１】
　なお、ステップＳ５２０，Ｓ５４０の両方がＹＥＳ判定であっても、タイマ値Ｔｍｒｂ
が判定値Ｔｆｂを超えるまでの間は（Ｓ５６０のＮＯ判定時）、ステップＳ５２０に処理
が戻される。また、Ｓ５２０，Ｓ５４０のいずれかがＮＯ判定とされると、ステップＳ５
１０に処理が戻されて、タイマ値Ｔｍｒｂは０にクリアされる。
【０１７２】
　コントローラ３０は、ステップＳ５２０，Ｓ５４０の両方がＹＥＳ判定である状態が、
判定値Ｔｆｂに対応する時間に亘って継続すると、ステップＳ５７０に処理を進めて、電
磁開閉弁１９０の開故障を検知する。コントローラ３０は、電磁開閉弁１９０の開故障を
検知すると、ステップＳ５８０により、分配弁１６０によるバイパス循環路への熱媒体の
分配率を０（％）に制御する。これにより、電磁開閉弁１９０の開故障により、暖房給湯
器１００からの出湯が正常に制御できないのに、給湯用熱交換器１５０の一次側経路１５
１へ熱媒が供給されることを回避できる。
【０１７３】
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　特に、電磁開閉弁１９０に開故障が発生すると、給湯システム１０の給湯運転時には給
湯回路１１０における流路が常時形成されることになるので、給湯用熱交換器１５０では
、出湯のための熱交換によって一次側経路１５１の熱媒体の温度が低下する。したがって
、分配弁１６０によってバイパス循環路への熱媒体の供給を停止しなければ、同時運転時
には暖房機能の低下が大きくなることが懸念される。
【０１７４】
　さらに、コントローラ３０は、ステップＳ５９０では、電磁開閉弁１９０に開故障が発
生している旨のエラーメッセージを、ユーザに対して出力する。ステップＳ４９０と同様
に、当該エラーメッセージは、リモコン５０の図示しない表示画面またはスピーカを用い
て出力することができる。
【０１７５】
　このように実施の形態５に従う給湯システムでは、電磁開閉弁１９０の開故障の検出時
には、給湯機能のための熱媒体の供給を停止することで、暖房能力の低下を抑制すること
ができる。
【０１７６】
　なお、実施の形態１～５において、「第２の熱源機」として配置される給湯器２００の
配置台数は任意であり、１台または任意の複数台の給湯器２００を暖房給湯器１００と並
列接続した構成の給湯システムにおいて、実施の形態１～５で説明した給湯運転を適用す
ることができる。給湯器２００が複数台配置される場合には、各実施の形態における給湯
器２００の給湯負荷は、複数台の給湯器２００全体の給湯負荷と読み替えることができる
。
【０１７７】
　なお、給湯器２００は、給湯専用でなくてもよく、暖房給湯器１００による暖房機能以
外の用途と、給湯機能とを有する熱源機を、給湯器２００に代えて「第２の熱源機」とし
て配置することも可能である。
【０１７８】
　また、本実施の形態では、信号線３５によって接続されたコントローラ１３０および２
３０が協調動作することによって給湯システム１０の動作を制御する構成例を示したが、
本発明の適用は、このような構成例に限定されることはない。例えば、給湯システム１０
全体を統括制御するためのシステムコントローラを新たに設けるとともに、当該システム
コントローラからの指示に従ってコントローラ１３０および２３０が暖房給湯器１００お
よび給湯器２００のそれぞれの動作を制御する構成とすることも可能である。
【０１７９】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され
、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図され
る。
【符号の説明】
【０１８０】
　１０　給湯システム、２０，１１２，２１２　入水管、３０，１３０，２３０　コント
ローラ、３５　信号線、４０，１１５，２１５　出湯管、５０　リモコン、９０　遮断機
構、１００　暖房給湯器、１０１，２０１　燃焼バーナ（加熱機構）、１０２，２０２　
缶体、１０４，２０４　熱交換器、１１０　給湯回路（暖房給湯器）、１１６，２１６　
バイパス管、１１７，２１７　合流点、１２０，２２０　バイパス流量弁、１２１～１２
３，１２６，１２７，２２１～２２３　温度センサ、１２５，２２５　流量センサ、１４
１ａ　入力端、１４１ｂ　出力端、１４３～１４７　配管、１５０　給湯用熱交換器、１
５１　一次側経路、１５２　二次側経路、１６０　分配弁、１６０ａ～１６０ｃ　ノード
（分配弁）、１７０　循環ポンプ、１８０，２８０　流量調整弁、１９０　電磁開閉弁、
２００　給湯器、２１０　給湯回路（給湯器）、３００　暖房端末、３０２　外部配管、
３０５　放熱体、ＣＧＨＱ，ＣＧＨＱ♯，ＣＧＱ１，ＣＧＱ２　流量特性（給湯回路）、
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Ｆｔｒ　滞留判定フラグ、Ｆｃｔｌ　要求フラグ（強制通流制御）、Ｎ１～Ｎ４　ノード
、Ｐｘ，Ｑｔ１，Ｒ　基準値、Ｑ１，Ｑ２　流量検出値、Ｑ２ｐ　流量パラメータ、Ｑｌ
ｄ（２）　給湯熱量（給湯器）、Ｑｓｕｍ　流量積算値、Ｓｓｔ　暖房運転信号、Ｔα　
プレヒート判定温度、Ｔｈ１，Ｔｈ２　高温水温度、Ｔｈｍ１　出力温度（熱媒体）、Ｔ
ｉ１　入力温度（熱媒体）、Ｔｍｒａ，Ｔｍｒｂ　タイマ値、Ｔｏ１，Ｔｏ２　出湯温度
、Ｔｗ１，Ｔｗ２　低温水温度、Ｘ　開度（流量調整弁）、Ｘｃｍｘ　上限値（開度制御
範囲）、Ｘｍｉｎ　下限値（開度制御範囲）、Ｘｍａｘ　全開開度。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】

【図８】



(28) JP 6972704 B2 2021.11.24

【図９】

【図１０】
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【図１２】 【図１３】
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